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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波を送受信する超音波素子ユニットと、
　枠に音響媒体液と前記超音波素子ユニットが格納され保持部材で封止された先端格納部
と、
　前記保持部材の表面に配設されたカバー部材と、
　前記保持部材と前記カバー部材により形成される空間に前記音響媒体液を貯留する音響
媒体液溜まり部を備え、
　前記保持部材は、前記音響媒体液溜まり部と前記先端格納部の内部と連通する少なくと
も１つの連通路を有し、
　前記カバー部材は、前記音響媒体液溜まり部と前記先端格納部の外部と連通する少なく
とも１つの換気路を有し、
　前記音響媒体液溜まり部の断面積は、前記換気路が連通する部分における断面積のほう
が、前記連通路が連通する部分における断面積よりも大きく構成され、
　前記換気路は、前記音響液体溜まり部と外気とを連通させる、
　超音波探触子。
【請求項２】
　前記音響液体溜まり部には気体領域が存在し、前記換気路は前記気体領域に接続されて
いることを特徴とする請求項１に記載の超音波探触子。
【請求項３】
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　前記音響媒体液溜まり部の断面積は、前記換気路が連通する部分から前記連通路が連通
する部分に向かって連続的に小さくなるように構成されている請求項１又は２に記載の超
音波探触子。
【請求項４】
　前記音響媒体液溜まり部は、前記音響媒体液溜まり部の周方向に沿って径方向の隙間が
変化するように形成されていることを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の
超音波探触子。
【請求項５】
　前記隙間は、前記換気路が連通する部分のほうが、前記連通路が連通する部分よりも大
きいことを特徴とする請求項４に記載の超音波探触子。
【請求項６】
　前記換気路は、前記連通路に対して前記音響媒体液溜まり部の中心点を対称点として離
間した位置に配置された請求項１から５のいずれか１項に記載の超音波探触子。
【請求項７】
　前記カバー部材は透光性を有する材質により構成された請求項１から６のいずれか１項
に記載の超音波探触子。
【請求項８】
　前記音響液体溜まり部には液体領域が存在し、前記連通路は前記液体領域に接続されて
いることを特徴とする請求項１から７のいずれか１項に記載の超音波探触子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波診断に用いる超音波探触子の技術分野に属する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波断層像を得る超音波探触子は、体内の腫瘍などの診断に用いられ、超音波の送受
波を行なう超音波素子などを内蔵した先端格納部と、先端格納部を体内の所定の位置まで
挿入するための挿入部と、全体を把握して操作するグリップ部から構成されている。
【０００３】
　このような超音波探触子は、超音波を送受信する超音波素子を、生体に近い音響インピ
ーダンスを有する音響媒体液を封入した先端格納部内で回転または揺動させるものが知ら
れている。このような超音波探触子においては、超音波素子と、これを回転または揺動さ
せるための機構部とが先端格納部内に配置されている。
【０００４】
　先端格納部の超音波素子の送受波面に対向する部分には、超音波が透過し易い材質で作
られたウインドウが設けられており、超音波素子の送受波面とウインドウの間の隙間には
、音響媒体液が充填されている。
【０００５】
　この音響媒体液は、超音波素子の送受波面とウインドウとの間を音響的に整合させて効
果的に超音波の送受波を行なうためのものであり、原理的には超音波素子の送受波面とウ
インドウの間の隙間だけに充填すればよい。しかし、現実的にはこの隙間だけに充填する
ことは難しく、一般的には、超音波素子が内蔵される空間を密閉し、その密閉空間内に充
填する方法がとられている。
【０００６】
　一方、音響媒体液は、一般に、温度によって膨張収縮するもので、音響媒体液を密閉空
間に充填した場合、音響媒体液の膨張によって、密閉空間を形成するケースの内圧が上り
音響媒体液漏れやき裂等の不具合を発生することになる。また、音響媒体液を密封空間に
注入する工程でも気泡が混入してしまうことがある。
このような気泡が超音波素子とウインドウの間に入り込むと、送受波される超音波が気泡
により、減衰したり、反射を起したりして鮮明な超音波断層像が得られなくなるという問
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題がある。
【０００７】
　このような不具合を防止するために、音響媒体液を充填した密閉空間と接続されて音響
媒体液の膨張収縮を吸収するダイアフラムが、密閉空間の外に設けられている（例えば、
特許文献１）。
【０００８】
　また、ダイアフラムと共に、気泡と音響媒体液のそれぞれの表面張力及び比重の違いに
より、気泡を音響媒体液充填空間外に移動させるための気泡溜まり部を追加して設けてい
る方法もとられている（例えば、特許文献２）。
【０００９】
　以上のように、ウインドウを設けた密閉空間を有し、その密閉空間の中に超音波を送受
波する超音波素子とそれを回転または揺動させる機構部などを内蔵し、その密閉空間の内
部に音響媒体の音響媒体液を充填するとともに、密閉空間の外に密閉空間と接続されたダ
イアフラムおよび気泡溜まり部を設けた構造の超音波探触子が用いられている。
【００１０】
　図７は、従来の超音波探触子の全体構造を示す断面図である。この超音波探触子は、体
腔内に挿入される先端格納部７を含む挿入部２３と、体腔外において操作者によって把持
されるグリップ部２４とを備えている。
【００１１】
　先端格納部７は、ウインドウ９とフレーム１０ｃが接合されて構成されており、その内
部には超音波素子ユニット２が格納されている。
【００１２】
　超音波素子ユニット２は、超音波素子３と、これを保持し、回転させる回転機構部を含
む。回転機構部は、磁気により回転が誘導される自己回転型モータであり、超音波素子３
を搭載したモータロータ４と、このモータロータ４の回転中心８を中心として回転自在に
支持するブラケット５と、モータロータ４に回転力を付与するための磁石（図示せず）と
を備えている。このような回転機構部によれば、モータロータ４の回転に連動させて、超
音波素子３を回転させ、円軌道による超音波の機械走査を実現することができる。また、
図示を省略するが、超音波素子ユニット２からは、超音波素子３および回転機構部を駆動
させるための電気信号を送受信するための複数の信号線が引き出されており、この信号線
は、挿入部２３内を通してグリップ部２４に導かれケーブル１１に繋がれる。
【００１３】
　なお、回転機構部のブラケット５は、フレーム１０ｃ上に固定されている。フレーム１
０ｃは、ウインドウ９の内壁に密接するように設けられており、先端格納部７を液密に封
止している。
【００１４】
　先端格納部７には、音響媒体液６が充填されている。また、フレーム１０ｃには貫通孔
が設けられており、この貫通孔には、挿入部２３を通ってグリップ部２４にまで伸びた金
属パイプ２５が連結され、この金属パイプ２５内にも音響媒体液６が充填されている。
【００１５】
　内部に音響媒体液６が充填された金属パイプ２５には、金属パイプ２５の内部空間と連
結されて音響媒体液６が充填されたダイアフラム２６が取り付けられている。このダイア
フラム２６は、ゴムなどの弾力性のある材質で作られたもので、金属パイプ２５の内部と
先端格納部７の内部に充填された音響媒体液６の膨張収縮を吸収して、音響媒体液６の膨
張による液漏れや部材の破損を防止するものである。また、金属パイプ２５には音響媒体
液６を注入するための液体注入孔２７が設けられて液栓２８によって閉じられている。
【００１６】
　グリップ部２４からはケーブル１１が引き出されており、超音波探触子は、このケーブ
ル１１を介して超音波診断装置に接続される。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【００１７】
【特許文献１】特開２００４－２９８４６３号公報
【特許文献２】特開２００５－３３４１０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　しかしながら、従来の超音波探触子では、音響媒体液を先端格納部に注入するときに、
先端格納部とつながる金属パイプの液体注入孔に音響媒体液を注入し液栓をしていた。こ
のため、空気が、液栓をする際に液体注入孔から先端格納部に入ってしまうことがあった
。また、ダイアフラムは、ゴムなどの材質で作られるため、温度変化などでゴムが劣化し
亀裂が入り、空気がダイアフラムを通して先端格納部に入ってしまうことがあった。
【００１９】
　このように、先端格納部に入った空気は音響媒体液内で気泡となり、気泡が先端格納部
の超音波素子とウインドウの間に入り込むと、送受波される超音波が気泡により減衰また
は反射をおこすので、高品質な超音波断層像を得ることができないという課題を有してい
た。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本開示技術の一態様は、従来の課題を解決するもので、超音波素子を内蔵する先端格納
部内に空気が入ることを防止し、高品質な超音波断層像を得ることができる技術を提供す
る。
【００２１】
　本開示技術の一態様は、超音波を送受信する超音波素子ユニットと、枠に音響媒体液と
前記超音波素子ユニットが格納され保持部材で封止された先端格納部と、前記保持部材の
表面に配設されたカバー部材と、前記保持部材と前記カバー部材により形成される空間に
前記音響媒体液を貯留する音響媒体液溜まり部を備え、前記保持部材は、前記音響媒体液
溜まり部と前記先端格納部の内部と連通する少なくとも１つの連通路を有し、前記カバー
部材は、前記音響媒体液溜まり部と前記先端格納部の外部と連通する少なくとも１つの換
気路を有し、前記音響媒体液溜まり部の断面積は、前記換気路が連通する部分における断
面積のほうが、前記連通路が連通する部分における断面積よりも大きく構成され、前記換
気路は、前記音響液体溜まり部と外気とを連通させることを特徴としている。
【００２２】
　本開示技術の一態様によれば、超音波素子ユニットを格納する先端格納部に音響媒体液
が充填され、先端格納部と連通路を通じて隣接配置された音響媒体液溜まり部には、連通
路からの音響媒体液を溜める空間を形成する。
【００２３】
　これにより、本開示技術に係る超音波探触子に対して先端格納部に音響媒体液を注入す
る工程において、気泡が先端格納部に残留することなく音響媒体液を充填することが可能
となる。注入方法としては、音響媒体液溜まり部の空間から規定した量の音響媒体液をシ
リンジ等により換気路から先端格納部に定量注入する。次に、減圧条件下に置くことによ
り音響媒体液の注入時に混入した先端格納部内の気泡を膨張させ、音響媒体液溜まり部と
外気とを連通させる換気路から先端格納部外へ排気させる。
【００２４】
　この結果、音響媒体液溜まり部内に適正量の音響媒体液を保持して、先端格納部内の気
泡の残留を防止することができる。
【００２５】
　また、音響媒体液溜まり部内にて、超音波探触子の使用時の温度変化に対する音響媒体
液の膨張収縮を吸収することができる。
【００２６】
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　さらにまた、超音波探触子は、音響媒体液溜まり部は、周方向に沿って空間断面積が最
も小さくなる最小隙間部から空間断面積が最も大きくなる最大隙間部に向かって空間断面
積が変化しており、最小隙間部の近傍には連通路が形成され、最大隙間部の近傍には換気
路が形成される。
【００２７】
　ここでは、上述した音響媒体液溜まり部は、その一部が連通路に対して連通している。
そして、音響媒体液溜まり部は、音響媒体液が存在する連通路の近傍において隙間の大き
さ（断面積）が最小となる最小隙間部を、換気路の近傍において隙間の大きさが最大とな
る最大隙間部を、それぞれ有している。さらに、最小隙間部には連通路が、最大隙間部に
は換気路がそれぞれ近傍に形成されている。
【００２８】
　これにより、音響媒体液溜まり部においては、換気路から連通路に向かって離間するに
つれて隙間の大きさが小さくなっていくため、音響媒体液の表面張力によって換気路とは
反対側に向かう吸引力を発生させることができる。この結果、音響媒体液溜まり部におい
て、音響媒体が換気路から外部へ漏れ出してしまうことを防止しつつ、音響媒体液を貯留
することができる。
【００２９】
　また、上記構成によれば、音響媒体液溜まり部を、連通路近傍の最小隙間部から換気路
側に近づくほど、音響媒体液溜り部内の高さ距離が大きくなるように周方向に対して傾斜
する形状に形成した。そのため、超音波探触子が外部から衝撃を受けたり、姿勢が急激に
変化したりした際でも、音響媒体液溜まり部における空気と音響媒体液との界面が、換気
路近傍にとどまって、周方向に移動することが防止される。この結果、気泡の移動に伴う
音響媒体液の外部へ洩れ出しを防止できる。また、換気路近傍箇所ほど、音響媒体液溜ま
り部の貯留空間断面積が大きいとともに、界面が半径方向に延びる形状となるので、界面
の面積やこれに伴う表面張力の変動が少ない。
【００３０】
　上記説明は、超音波を機械的に走査する超音波素子ユニットを用いた探触子を例示した
が、本開示技術はこれに限定されるものではなく、アレイ素子を用いた電子走査の超音波
素子ユニットを用いた超音波探触子であってもよい。音響媒体液溜まり部内の空間形状は
、カバー部材に設けてもよく、或いはそれに代えてフレームに設けてもよい。
【００３１】
　このように、音響媒体液溜まり部にシール機能をもつ空間形状を採用することにより、
従来構成のパイプ部材、ダイアフラム、専用の液体注入孔、液栓を必要としない。従って
、超音波探触子内部の機構部を簡素化でき、小スペースでの部品配置が可能で、部品点数
も少なくなり、総じて超音波探触子の軽量化、小型化および低価格化を図ることが可能と
なる。
【発明の効果】
【００３２】
　このように、本開示技術の一態様は、超音波素子を内蔵する先端格納部内に空気が混入
することを防止できるので、高品質の超音波断層像を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】本開示技術の実施の形態１における超音波探触子の全体構造を示す断面図
【図２】本開示技術の実施の形態１における超音波探触子の先端格納部内の構造を示す断
面図
【図３】本開示技術の実施の形態１における超音波探触子を使用した超音波診断装置の外
観斜視図
【図４Ａ】本開示技術の実施の形態１における超音波探触子の先端格納部内の隙間空間を
示している斜視図
【図４Ｂ】本開示技術の実施の形態１における超音波探触子の先端格納部内の隙間空間を
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示す断面図
【図５】本開示技術の実施の形態２における超音波探触子の先端格納部内の構造を示す断
面図
【図６】本開示技術の実施の形態２における超音波探触子の先端格納部内の隙間空間を概
念的に示している斜視図
【図７】従来の超音波探触子の全体構造を示す断面図
【発明を実施するための形態】
【００３４】
以下、本開示技術の実施をするための最良の形態を具体的に示した実施の形態について、
図面とともに記載する。
【００３５】
　（実施の形態１）
　図１は、本開示技術に係る超音波探触子１の構造の一例を示す断面図である。また、図
２は、図１の先端格納部７を拡大した断面図を示し、図３は超音波探触子１を使用した超
音波診断装置の外観斜視図を示したものである。なお、図７に示す従来の超音波探触子と
同一の要素には、同一の符号を付している。
【００３６】
　図１において、この超音波探触子１は、超音波診断に用いられる探触子であり、その一
部を被検者の体腔内に挿入し、この体腔内において超音波走査を行う、体腔内挿入型探触
子である。この超音波探触子は、体腔内に挿入される先端格納部７を含む挿入部２３と、
体腔外において操作者によって把持されるグリップ部２４とを備えている。以下、超音波
探触子１のグリップ部２４から挿入部２３への方向を挿入軸方向と称する。
【００３７】
　先端格納部７は、枠（以下、ウインドウという）９と保持部材（以下、フレームという
）１０ａが接合されて構成され、その内部に超音波素子ユニット２が格納されている空間
部と、カバー部材１７ａとフレーム１０ａが接合され構成された音響媒体液溜まり部１５
ａなる空間部から形成されている。
【００３８】
　超音波素子ユニット２は、図２に示すように、超音波素子３と、これを保持し、回転さ
せる回転機構部を含む。回転機構部は、磁気により回転が誘導される自己回転型モータで
あり、超音波素子３を搭載したモータロータ４と、このモータロータ４の回転中心８を中
心として回転自在に支持するためのフレーム１０ａに固定されたブラケット５と、モータ
ロータ４に回転力を付与するための磁石（図示せず）とを備えている。このような回転機
構部によれば、モータロータ４の回転に連動させて、超音波素子３を回転させ、円軌道に
よる超音波の機械走査を実現することができる。
【００３９】
　また、超音波素子ユニット２からは、超音波素子３および回転機構部を駆動させるため
の電気信号を送受信するための複数の信号線１２が引き出されており、この信号線１２は
、フレーム１０ａに設けた配線孔を通り、挿入部２３内を通してグリップ部２４に導かれ
ケーブル１１に繋がれる。
【００４０】
　グリップ部２４からはケーブル１１が引き出されており、超音波探触子１は、このケー
ブル１１を介して図３の超音波診断装置１３に接続される。
【００４１】
　次に、図３において、超音波診断装置１３からの電気信号（送信信号）が、超音波診断
装置１３と接続されるコネクタ２９に取り付けられたケーブル１１を通じて超音波探触子
１の超音波素子３に送信される。この送信信号は、図２の超音波素子３において超音波に
変換され、音響媒体液６を伝播し、ウインドウ９から被検物に送波される。この超音波は
被検物で反射され、その反射波の一部が超音波素子３で受波され、電気信号（受信信号）
に変換されて、図３の超音波診断装置１３に送信される。受信信号は、超音波診断装置１
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３において、画像データに変換されディスプレイ１４に表示される。
【００４２】
　なお、先端格納部７を液密に封止しているため、信号線１２はウインドウ９の内壁に密
接するように設けられフレーム１０ａの配線孔において接着剤等にて封止されている。ま
た、先端格納部７には音響媒体液６が充填されている。
【００４３】
　次に、本開示技術の実施の形態１における超音波探触子１の先端格納部７を図２、図４
Ａ、図４Ｂを用いて詳細に説明する。
【００４４】
　図４Ａは、図２のフレーム１０ａとカバー部材１７ａとで囲まれた空間（音響媒体液溜
まり部１５ａ）の形状を示す斜視図である。図４Ｂは、図４Ａの音響媒体液溜まり部１５
ａをＡＢ間で切断したときの空間の断面図である。
【００４５】
　まず、音響媒体液溜まり部１５ａの空間形状を、最小隙間空間部１９から換気路１８ａ
に繋がる最大隙間空間部２０に近づくほど、音響媒体液溜まり部１５ａ内におけるカバー
部材１７ａとフレーム１０ａとの離間距離が大きくなるように周方向に対して傾斜する形
状に形成した。このため、換気路１８ａが連通する部分の空間の断面積が、連通路１６ａ
の連通する部分の空間の断面積よりも大きく構成されている。
【００４６】
　この音響媒体液溜まり部１５ａの空間形状は、図４Ａの斜視図に示すように、図２のフ
レーム１０ａに設けられた連通路１６ａに繋がる最小隙間空間部１９と、カバー部材１７
ａに設けられた換気路１８ａに繋がる最大隙間空間部２０が設けられている。また、音響
媒体液溜まり部１５ａの最小隙間空間部１９と最大隙間空間部２０に挟まれた空間には、
斜面空間部２１が設けられている。この斜面空間部２１は、最小隙間空間部１９から最大
隙間空間部２０方向に向かうに従って、カバー部材１７ａとフレーム１０ａとの隙間距離
が大きくなるように挿入軸方向と垂直になる周方向に対して傾斜する形状になっている。
さらに、図２の連通路１６ａ、換気路１８ａは、それぞれ、図４Ａの連通路位置３０ａ、
換気路位置３１ａで音響媒体液溜まり部１５ａと繋がっている。
【００４７】
　なお、連通路１６ａ側の音響媒体液溜まり部１５ａに設けられた最小隙間空間部１９の
挿入軸方向の厚さは、最大隙間空間部２０の挿入軸方向の厚さより狭く、毛管現象が生じ
るように最も狭くなっている。一方、換気路１８ａ側の音響媒体液溜まり部１５ａに設け
られた最大隙間空間部２０は、最小隙間空間部１９から最大隙間空間部２０へと挿入軸方
向と垂直方向の周方向に向かって徐々に大きくなり、最大隙間空間部２０では毛管現象が
生じないような大きさの隙間になされている。
【００４８】
　次に、先端格納部７に音響媒体液６を充填させる手順を説明する。この音響媒体液６の
充填量は、音響媒体液６が使用環境で最大膨張した状態でも、音響媒体液６が最大隙間空
間部２０には入らないように設定されている。つまり、空気と音響媒体液６の境界である
図４Ａの気液境界面２２ａが斜面空間部２１内に位置するようにしている。これは、音響
媒体液溜まり部１５ａ内において音響媒体液６と空気とが、それぞれの表面張力及び比重
の違いによって互いに分かれるようにするためである。よって、音響媒体液６は毛管現象
により連通路１６ａ近傍の狭い隙間に集り、空気は、音響媒体液溜まり部１５ａ内の広い
空間に集まる。
【００４９】
　これにより、超音波探触子１の使用環境の温度上昇などがあった場合でも、音響媒体液
６の気液境界面２２ａが最大隙間空間部２０内に入り込むことがなく、図２の換気路１８
ａから音響媒体液６が洩れ出ることを防止できる。
【００５０】
　以上のように本開示技術によれば、超音波探触子１が外部から衝撃を受けたり、姿勢が
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急激に変化したりした際でも、音響媒体液溜まり部１５ａにおける空気と音響媒体液６と
の気液境界面２２ａが、毛管現象のため斜面空間部２１内にとどまって、空気が最小隙間
空間部１９に入り込むことを防止できる。この結果、空気が連通路１６ａを通じてウイン
ドウ９とフレーム１０ａによって囲まれ音響媒体液６が充填された空間に入り込まず、超
音波素子３を内蔵する先端格納部７に空気による気泡の発生を防止できる。
【００５１】
　なお、本実施例では、連通路１６ａと換気路１８ａをそれぞれ１つずつ設けているが、
それぞれを複数設けてもよいことは言うまでもない。
【００５２】
　また、本実施例では、換気路１８ａは、連通路１６ａと、音響媒体液溜まり部１５ａの
中心に対してほぼ点対称に離間した位置に設けられている。
【００５３】
　また、音響媒体液溜まり部１５ａのテーパー形状による表面張力シール機能と併せるこ
とで、音響媒体液６が音響媒体液溜まり部１５ａ内に貯留されるようになる。
【００５４】
　さらにまた、カバー部材１７ａが透光性を有する材料で構成されることにより、先端格
納部７に音響媒体液６を充填する時、カバー部材１７ａを透して音響媒体液６を目視する
ことができる。つまり、この場合、図２の先端格納部７を挿入軸方向である紙面の上方か
ら下方方向に見た平面視において、音響媒体液６は、音響媒体液溜まり部１５ａ内に挿入
軸方向とほぼ垂直な平面に略Ｃ字状で貯留される。このとき、音響媒体液溜まり部１５ａ
のＣ字状の開口端が音響媒体液溜まり部１５ａ内の気液境界面２２ａである。
【００５５】
　これにより、音響媒体液６を使用環境で最大膨張させ先端格納部７内に音響媒体液６を
充填する時、上述のＣ字状の開いた部分を透明性の材料で構成したカバー部材１７ａを透
してみれば気液境界面２２ａが最大隙間空間部２０に入り込まないようにできる。よって
、音響媒体液６が先端格納部７に充填できるとともに、適正な量の音響媒体液６を音響媒
体液溜まり部１５ａに貯留させることができる。
【００５６】
　以上のように、本実施の形態１では、音響媒体液６が音響媒体液溜まり部１５ａに貯留
するようにしたので、空気が先端格納部７内に入ることを防止できる。これにより、高品
質な超音波断層像を得ることができる超音波探触子を提供できる。
【００５７】
　（実施の形態２）
　第２の実施の形態について、図５及び図６を参照して説明する。
図５は、本開示技術の超音波探触子の先端格納部７内の構造を示す断面図であり、図６は
、本実施の形態２の音響媒体液溜まり部１５ｂ内の空間形状および換気路１８ｂ、連通路
１６ｂの位置関係を概念的に示している斜視図である。
【００５８】
　図５の音響媒体液溜まり部１５ｂの空間形状は、図６の斜視図に示すように、周方向に
沿って径方向の隙間が漸次変化するように形成されている。すなわち、音響媒体液溜まり
部１５ｂの平面形状を二重円に例えたときに、内周の円の中心が連通路位置３０ｂ側に偏
っている状態である。このため、換気路位置３１ｂから連通路位置３０ｂに近づくにつれ
、二重円の内周と外周の間隔が挿入軸方向と垂直な方向で毛管現象が生じる程度に狭くな
っている。なお、実施の形態１と同様に、音響媒体液溜まり部１５ｂ内の音響媒体液６に
は換気路１８ｂ側から連通路１６ｂ側に生じる表面張力によるシール作用のため、音響媒
体液６が音響媒体液溜まり部１５ｂ内に貯留されるようになる。
【００５９】
　また、音響媒体液６の充填量は、音響媒体液６を充填した状態において、超音波探触子
の設置環境の温度上昇などがあった場合でも、音響媒体液６の気液境界面２２ｂが換気路
１８ｂに達し、換気路１８ｂから音響媒体液６が洩れ出ることがないように、音響媒体液



(9) JP 5958469 B2 2016.8.2

10

20

30

40

50

６の体積膨張率および先端格納部７の構成部材の熱膨張率を考慮した気液境界面２２ｂに
位置するように設定されている。
【００６０】
　本実施の形態２では、音響媒体液溜まり部１５ｂ内において、気液境界面２２ｂを境と
して、音響媒体液６を安定的に保持することができる。また、気泡は確実に気液分離され
てこの音響媒体液溜まり部１５ｂ内の換気路１８ｂと繋がる隙間の大きいほう方へ移動す
る。この結果、音響媒体液溜まり部１５ｂが換気路１８ｂを介して外気と連通している構
成であっても、音響媒体液溜まり部１５ｂ内の音響媒体液６は常に隙間の小さいほうに貯
留され、換気路１８ｂから外部へ漏れ出すことを防止することができる。また、超音波探
触子の姿勢に関わらず、音響媒体液溜まり部１５ｂ内の空気部分は移動しない。
【００６１】
　音響媒体液溜まり部１５ｂ内において音響媒体液６と空気とは、それぞれの表面張力及
び比重の違いによって互いに分かれ、音響媒体液６は毛管現象によりフレーム１０ｂに設
けられた連通路１６ｂ近傍の狭い隙間に集まる。また空気は、音響媒体液溜まり部１５ｂ
内の広い空間に集まる。
【００６２】
　そして、特に本開示技術によれば、実施の形態１と同様に、超音波探触子が外部から衝
撃を受けたり、姿勢が急激に変化したりした際でも、隙間の小さい連通路１６ｂ側の表面
張力の作用によって隙間が大きい換気路１８ｂ側へ、音響媒体液６が周方向に移動するこ
とを防止できる。よって、音響媒体液６が貯留された音響媒体液溜まり部１５ｂを、換気
路１８ｂを介して外気と連通させた場合に外部から超音波探触子に衝撃を受けても、換気
路１８ｂからの音響媒体液６の漏れ出しを効果的に防止することができる。
【００６３】
　また、本実施例では、連通路１６ｂと換気路１８ｂをそれぞれ１つずつ設けているが、
それぞれを複数設けてもよいことは言うまでもない。さらにまた、本実施例では、換気路
１８ｂは、連通路１６ｂと、音響媒体液溜まり部１５ｂの中心に対してほぼ点対称に離間
した位置に設けられており、この位置が換気路１８ｂからの音響媒体液６の漏出を防止す
る点で最も好ましい。よって、音響媒体液溜まり部１５ｂの形状によるシール機能と併せ
ることで、音響媒体液溜まり部１５ｂ内に貯留された音響媒体液６が、換気路１８ｂから
漏れ出してしまうことをより効果的に防止することができる。
【００６４】
　なお、カバー部材１７ｂは透光性を有する材料で構成することにより、先端格納部７に
音響媒体液６を充填する時、カバー部材１７ｂを透して音響媒体液６を目視することがで
きる。
【００６５】
　つまり、この場合、音響媒体液６は、平面視において、音響媒体液溜まり部１５ｂ内に
略Ｃ字状に貯留される。
【００６６】
　これにより、先端格納部７内に音響媒体液６を充填していく過程において、音響媒体液
溜まり部１５ｂ内の液面変動を観察することで、適正な量の音響媒体液６を貯留させるこ
とができる。
【００６７】
　以上のように、本実施の形態２では、音響媒体液６が音響媒体液溜まり部１５ｂに貯留
するようにしたので、空気が先端格納部７内に入ることを防止できる。これにより、高品
質な超音波断層像を得ることができる超音波探触子を提供できる。
【００６８】
　本開示技術の一態様では、前記換気路は、前記音響液体溜まり部と外気とを連通させて
もよい。また、本開示技術の一態様では、前記音響液体溜まり部には気体領域が存在し、
前記換気路は前記気体領域に接続されていてもよい。
【００６９】
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　また、本開示技術の一態様では、前記音響媒体液溜まり部の断面積は、前記換気路が連
通する部分から前記連通路が連通する部分に向かって連続的に小さくなるように構成され
ていてもよい。
【００７０】
　また、本開示技術の一態様では、前記音響媒体液溜まり部は、前記音響媒体液溜まり部
の周方向に沿って径方向の隙間が変化するように形成されていてもよい。
【００７１】
　また、本開示技術の一態様では、前記隙間は、前記換気路が連通する部分のほうが、前
記連通路が連通する部分よりも大きいようにしてもよい。
【００７２】
　また、本開示技術の一態様では、前記換気路が、前記連通路に対して前記音響媒体液溜
まり部の中心点を対称点として離間した位置に配置されたとしてもよい。これにより、音
響媒体液の温度変化による体積膨張による換気路からの漏出防止のための音響媒体液溜ま
り部の容積確保が容易になる。
【００７３】
　また、本開示技術の一態様では、前記カバー部材が透光性を有する材質により構成され
たとしてもよい。これにより、音響媒体液溜まり部内の音響媒体液の気液境界面の位置を
外部から観察しながら、音響媒体液溜まり部内の空間の所定の位置に音響媒体液の気液境
界面が位置するように、注入量の調整を行うことができ、音響媒体液溜まり部内における
音響媒体液の充填量を精度よく管理することができる。
【００７４】
　また、音響媒体液溜まり部への音響媒体液の注入後に、減圧条件下に置いて、音響媒体
液溜まり部内の気液境界面の位置の変化が無いことを観察することにより、完全に音響媒
体液が充填できていることを確認することも可能となる。なお、音響媒体液溜まり部の透
光性の部材は、音響媒体液溜まり部の全部あるいは一部に用いてもよい。
【００７５】
　また、本開示技術の一態様では、前記音響液体溜まり部には液体領域が存在し、前記連
通路は前記液体領域に接続されているとしてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００７６】
　本開示技術は、音響媒体液内の気泡の残留を許容しない超音波探触子に利用可能である
。
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